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１．はじめに

このファイルは，予稿作成のためのMicrosoft Word （以下，MS-WORD）の簡単なテンプレートになっています。用紙のページ設定は、用紙サイズ(A4)，余白(上余白30mm，下余白25mm，左右余白25mm)が設定されています。著者，所属は，レイアウト枠中で記載をお願いします。
２．原稿の枚数
統一論題発表、自由論題発表ともに上限2ページです。
３．原稿の作成
MS-WORDで論文を作成し，原則的にこのフォーマットにしたがってください。このテンプレートに上書きしていけば、簡単に作成できます。
４．本文の書き方

（１）文字数など

1行あたり44字で，１頁に40行でお書きください。また，本テンプレートはA4サイズです。
（２）人名、地名

　人名・地名については、日本語表記（漢字または片仮名書き）とする。ただし，国内に定着していない人名・地名は，原則として英語綴りのフルネームを括弧内に併記する。【例：トゥアン（Tuan）】

（３）節見出しなど
　節の大見出しは，１，２を使用し、14ポイントの太字とし、中見出しは（１），（２）を使用し、12ポイントの太字とし、小見出しには，①，②，③を使用し、１１ポイントの太字で記述してください。
（４）フォントについて

用いるフォントの種類や大きさは原則としてこのテンプレートのとおりにしてください。
 　フォントの種類：

このテンプレートでは，和文はタイトルと各見出しのみMSゴシック（太字），その他は明朝体です。英文はすべてTimes New Romanです。
フォントのサイズ：

タイトル（日本語）　　14ポイント

著者名　        　　  11ポイント

本文　           　　 10ポイント

節見出し　　    　　大見出し：14ポイント、中見出し： 12ポイント，小見出し：11ポイント
注および参考文献　　　９ポイント
（５）図表について

図表の番号は，以下の例を参考に（表番号 を表の上に、また図番号は図版の下に表記する）

図１，表１などとしてください。
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図表の作成例：

図1　図の例

出典：関満博〔1996〕，55頁
表1　表の例

	Part
	Font size (point)

	Title (Japanese)
	17

	Title (English)
	15

	Author
	11

	Abstract
	10

	Body
	11


　　　　　　　　　　　　　　　　　　出典：著者作成
（６）数式について

数式は原則として，MS-WORDに組み込まれている数式エディタを使ってください。以下にサンプルを示します。
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（７）注について（注の文字サイズは９ポイントですが、ここでは読みやすくするために１０ポイントにしています）
1) 本文中の当該箇所の右肩に1)，2)のように付ける。ワードでは「上付文字」です。
2) 注は，本文の末尾にまとめて付ける。
3) 注の文は，番号ごとに改行する。一つの注の中では，複数の文献を列挙する場合でも改行しないことを原則とする。
4) 同一文献を再度引用する場合は，新しい注番号を付け，【前掲1) 128頁。】のように記す。
5) リプリント版，ペーパーバック版あるいは第２版以後のものを用いた場合，初版刊行本を【…，1975年(初版1940年)】のように併記する。
6) その他，注における文献の記載方法は，以下の例による。
柳町功〔1995〕｢世界市場における韓国半導体企業の競争力｣『アジア経営研究』創刊号,23－35頁。【通頁のみの雑誌は，号数表示を省くか（　）に入れて添え書きした上で，通頁で表示する。各号ごとの頁と通頁と両方ある雑誌も，この例にならってもよい。また，論文の一部のみを示す場合は，「23頁。」とか「33－35頁。」となる。次の単行本，編書からの一部引用の指示も，これと同様に表記する。】
① 日本語単行本の場合
関満博〔1996〕『中国開放政策と日本企業』新評論，123頁。
② 日本語編書の一部の場合
吉野文雄〔1990〕｢東アジアにおける日本企業の役割｣（アジア経営学会編『アジア経営研究の諸問題』愛智出版，7-10頁）。
③ 翻訳文献の場合
書名、雑誌名はイタリック体にすること。
M.B.スチャーギナ(恩田久雄訳)〔1975〕｢住友グループ｣（恩田久雄訳『住友…発展の史的研究』青木書店，20-27頁）。【邦文文献の扱いに準じる。原著のタイトルは原則として不要だが，訳文のタイトルが原著と著しく異なる場合は併記すること。】
④ 欧文雑誌論文の場合
Clark, K.B.〔1992〕, Product Development Performance, Harvard Business Review, No.88, pp.10-22.
⑤ 欧文単行本の場合
Park, S. J.〔1992〕, Technology and Labor in the Automotive Industry, Campus Press.【一部のみ示すときは，｢pp.l28-135.｣となる｡】
⑥ 欧文編書の一部の場合
Dunning, J.H.〔1992〕, Multinational Investment in the EC (Cantwell, J. ed., Multinational Investment in Modern Europe, Edward Elgar), pp.346-350. 
⑦ 欧文文献の邦訳を併記する場合
Dunning, J.H.〔1992〕，Multinational Investment in the EC (Cantwell, J. ed., Multinational Investment in Modern Europe, Edward Elgar), pp.346-350.（J.H.ダーニング (黒川文子訳) 〔1996〕｢ECにおける多国籍企業の投資｣ (黒川保美訳『現代ヨーロッパにおける多国籍企業の投資』日高書房，369～396頁)
⑧ インターネット情報の場合
OECD〔1999〕Principles of Corporate Governance (http://www.oecd.org/dataoecd /47/50/4347646.pdf)2006.09.15.
⑨ 中国語等欧文以外の場合
前記の例に準じて記す。【例：藍発欽〔2001〕『中国上市公司股利政策論』華東師範大学出版社，123頁】
（８）本文中における中国語表記の仕方については、原則として、以下の例を当分の間ガイドラインとします。
　①中国語の専門用語を日本語で示す場合は、原則として日本語に翻訳した言葉で表記する。【例　合弁企業、会社】 ※ 注：一般名詞としての「合弁企業」を、中国語を日本漢字に置き換えただけの形で「合資企業」と記すのは不可であるが、これを「合弁企業＜合资企业＞」と記すのは差し支えない（以下の③を参照）。また、日本の「会社」概念と中国の＜公司＞概念を厳密に区別する論文において、両者を使い分けるのは差し支えない。

　②すでに日本語として定着している中国語の場合は、とくに日本語に翻訳せず、そのまま日本漢字で示してもよい。【例　郷鎮企業、単位制度】

③もとの中国語を表示する必要がある場合は、その日本語訳に続けて原語綴りを＜　＞内に付記してもよい。【例　経営学＜管理学＞、取締役＜董事＞、コアコンピタンス＜核心能力＞、ともに豊かになる＜共同富裕＞】

④日本語としての定着が十分でなかったり日本語への翻訳が困難であったりするような中国語の専門用語は、その用語を日本漢字にそのまま変換した言葉もしくは日本語に試訳した言葉を「　」で括って示し、初出のさいに原語綴りの表記を＜　　＞内に付記するものとする。さらに必要であれば、それに続いて用語の意味を（　）で括って付記してもよい。【例　「筆頭株主突出」＜一股独大＞、「抓大放小」＜抓大放小＞（大規模な企業は政府の掌握を強め、小規模な企業はその自由化・活性化を進める）】

　⑤＜　＞内の表記は、原語綴りを原則とするが、入力上の制約などを考慮し、日本漢字を用いてもよい。【中国語の原著で用いられている漢字が、日本の常用漢字・人名用漢字ならびに「表外漢字字体表」（平成12年12月8日国語審議会(当時)の答申による「印刷標準字体」1022字および「簡易慣用字体」22字）において示された漢字に変換できるものは、常用漢字・人名用漢字・印刷標準字体または簡易慣用字体に変換したものを用いる。それ以外の漢字については、特殊な場合を除いて、中国の簡体字を用いず、正字体に変換した漢字を用いるものとする。】

５．おわりに

以上，本テンプレートにしたがって原稿作成をお願いいたします。

注　（以下の注の文章は９ポイントです）
1) 本文中の当該箇所の右肩に1)，2)のように付ける。ワードでは「上付文字」です。
2) 注は，本文の末尾にまとめて付ける。
3) 注の文は，番号ごとに改行する。一つの注の中では，複数の文献を列挙する場合でも改行しないことを原則とする。
4) 同一文献を再度引用する場合は，新しい注番号を付け，【前掲1) 128頁。】のように記す。
5) リプリント版，ペーパーバック版あるいは第２版以後のものを用いた場合，初版刊行本を【…，1975年(初版1940年)】のように併記する。
参考文献

Clark, K.B.〔1992〕, Product Development Performance, Harvard Business Review, No.88.

関満博〔1996〕『中国開放政策と日本企業』新評論。
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